
議案第６４号 

工事請負契約（売布橋補修工事）の変更契約の締結について 

1 工 事 期 間  着  工  令和 4年(2022年)10月31日 

完工予定  令和 5年(2023年)10月20日 

2 変 更 内 容  橋梁補修工のうち、高速道路の車線規制を伴うひび割れ補修工、断面修復工及び剥落

防止対策工の一部について、関係機関との協議の結果、昼間作業から夜間作業へと変

更したことによる工事費の増。 

仮設工のうち、高速道路の車線規制について、関係機関との協議の結果、本工事単独

での車線規制を追加したことによる工事費の増。足場工について、気象条件や高速道

路上での交通事故の影響による車線規制の中止や、中国自動車道リニューアル工事と

の工程調整により足場の賃借期間を延伸したことによる費用増。附帯工について、作

業効率の向上のため高所作業車を追加したことによる費用増。 

3 契約金額のうちの消費税額及び地方消費税額  ￥15,411,300.- 

4 そ の 他  付近見取図、平面図及び側面図（別紙添付） 
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議案第６５号 

 調停の申立てについて 

 事件の概要 

相手方は、本市が実施した入札の落札業者として、荒神川・都市基盤河川改修事業河川改修工

事(以下｢本件工事｣という｡)を請け負い､令和3年7月30日付けで請負代金1億3,249万600円で契約

締結した｡その後、関係機関との調整により、設計図書の見直しと工事内訳書の修正が必要とな

ったため、本市と相手方で工事の継続の可否も含めて協議した結果､令和4年3月31日付けで､請負

代金を1億4,997万7,300円とする変更契約を締結した｡ 

その後、相手方は、令和4年5月27日に工事を竣工するまでの間、現場の状況に合わせ、本市と

協議を行うなどした上で、追加工事(以下「本件追加工事」という。)を適宜行った。一方で、本

市が現場において工事の本体部分の施工方法等を確認したところ、本件追加工事を含め、契約金

額の範囲内の内容であると判断したことから、本市は相手方に契約どおり1億4,997万7,300円の

請負代金を支払った。 

相手方は、工事の本体部分に係る費用については変更契約の後は一切減額をしないこと及び本

件追加工事に係る費用は別途支払うことについて本市が了解していたとして、追加で768万8,700

円を支払うべきであると主張し、本市を相手方として、令和5年3月7日付けで伊丹簡易裁判所に

対し民事調停を申し立てた。 

これに対し、本市は、本件工事に係る工事請負契約書(以下「本件契約書」という｡)第59条第1

項の規定により、本件工事に関する紛争については兵庫県建設工事紛争審査会(以下「県審査

会」という。)の調停により解決を図るべきであると主張したところ、相手方はこれを不服とし、

当事者間に合意が成立する見込みがないことから、民事調停は令和5年6月2日付けで不調となっ

た。 

上記のとおり、建設工事に関する専門家の関与による紛争の速やかな解決を目指して、本件契

約書第59条第1項の規定に基づき、県審査会に対して調停の申立てをしようとするものである。 

 

本件契約書(抜粋) 

 (あっせん又は調停) 

第59条 この約款の各条項において甲(本市)と乙(相手方)とが協議して定めるものにつき協議が

調わなかったときに甲が定めたものに乙が不服がある場合その他この契約に関して甲と乙との

間に紛争を生じた場合には、甲及び乙は、建設業法による兵庫県建設工事紛争審査会(以下

「審査会」という｡)のあっせん又は調停によりその解決を図る。 

2 (略) 
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議案第６６号 

宝塚市副市長の選任につき同意を求めることについて 

宝塚市副市長に選任しようとする者 

住 所  あああああああああ 

氏 名  井 上 輝 俊 

生年月日  ああああああああああああ 

学  歴    ああああああああああ 

職  歴  昭和45年 4月  宝塚市に奉職 

 平成 8年 4月  企画財務部財政課長 

 平成10年 4月  企画財務部課長(企画調整担当) 

 平成12年 4月  企画財務部政策室企画調整課長 

 平成14年 4月  土木部土木室長 

 平成17年 4月  市民安全部市民安全室長 

 兼ねて市民安全部市民生活室長 

 平成19年 4月  企画財務部長 

 平成21年 4月  企画経営部長 

平成23年 4月  理事 

平成24年 3月  宝塚市を退職 

平成24年 4月  宝塚市教育委員会委員(教育長) 

平成24年10月  宝塚市教育委員会委員(教育長) 

平成27年 7月  宝塚市副市長 

令和元年 7月  宝塚市副市長 

 現在に至る。 

 

 

地方自治法(抜粋) 

第162条 副知事及び副市町村長は、普通地方公共団体の長が議会の同意を得てこれを選任する。 

 

※個人情報保護のため、一部マスキングしています。 
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